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○佐藤会長 それでは、少し時間が過ぎましたが、ただいまから第５回「重点方針専門調

査会」を始めさせていただきます。 

 皆様には、お忙しい中、御出席いただき、ありがとうございます。 

 本日は、前回に続いて「女性活躍加速のための重点方針2016」に基づく平成29年度予算

概算要求等への反映状況について、各府省へのヒアリングを行い、それを踏まえて皆さん

と意見交換をしたいと思います。 

 それと、「重点方針2016」に盛り込まれている「女性に対するあらゆる暴力の根絶」に

関する事項については、概算要求等への反映状況についてですけれども、これは９月12日

の「女性に対する暴力に関する専門調査会」において、関係府省へのヒアリングとそれを

踏まえた審議が行われていますので、その専門調査会における審議内容については、本日

最後の議事として、同専門調査会会長の辻村議員から御報告いただく予定です。そういう

意味で、大きくは２つ議事があるということになります。 

 それと、前回欠席で本日出席という方が結構多いので、本日の専門調査会の趣旨を簡単

に御説明させていただければと思います。 

 本年５月20日に男女共同参画会議での議論などを踏まえて「女性活躍加速のための重点

方針2016」が決定されました。もう既にお話ししましたように、この方針に基づいて各府

省が概算要求等にどのようにそれを反映させるかということをここでヒアリングすること

になります。前回と今回の「重点方針2016」の来年度の予算概算要求等への反映状況につ

いてのヒアリングと、ここでの議論を踏まえた内容につきましては、来月予定されていま

す男女共同参画会議において議事になると伺っています。そういう趣旨ですので、よろし

くお願いいたします。 

 審議するわけですけれども、「重点方針2016」を全部ヒアリングというのは時間的に難

しいと思いますので、資料１「重点方針2016ヒアリング対象項目について」という１枚紙、

表と裏があります。前回は、１枚目の「Ⅰ あらゆる分野における女性の活躍」について

ヒアリングいたしました。本日は、その裏面のⅡとⅢになりますが、これを２つに分けて、

前半では「Ⅱ 女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現」についてまとめてヒアリ

ングを行い、その後、皆さんの御意見を受ける。それが終わった後、「Ⅲ 女性活躍のた

めの基盤整備」という順でやらせていただければと思いますので、御協力いただければと

思います。 

 まず最初に、Ⅱ．２の最初の項目について、厚労省から御説明いただければと思います。 

○厚生労働省 厚生労働省でございます。 

 今、御説明がありました資料１の第５回の「２．女性活躍のための安全・安心面への支

援」の「ａ）ひとり親・多子世帯等自立応援プロジェクト」について御説明させていただ

きます。 

 お手元の資料３をご覧いただければと思います。１枚おめくりいただきまして、「重点

方針2016」の「女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現」のうち、「女性活躍のた
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めの安全・安心面への支援」のうち、「ひとり親家庭等への支援」ということで、「ひと

り親・多子世帯等自立応援プロジェクト」を着実に推進し、相談のワンストップ化を進め

るとともに、ひとり親の就業による自立を基本に、子育て・生活支援、子供の学習支援等

を総合的に行う。養育費の履行を確保することは大事ということですので、財産開示制度

を所管しております民事執行法の改正を検討すると、これは法務省のほうで主に現在検討

中でございます。 

 それから、今年度、児童扶養手当を第２子、第３子以降については増額させていただき

ましたが、こちらの手当について、ひとり親家庭の生活の安定と自立の促進を図る観点か

ら、引き続き所要の改善措置を検討するとされております。こちらにつきましては、具体

的には、現在年３回の支給になっているのですが、こちらの支給回数等について改善する

余地がないかという検討をしているところでございます。 

 予算額につきまして、今年度の当初予算につきましては、こちらのご覧の数字となって

おりますが、約2,000億円から来年度の概算要求としては2,078億円の予算増と考えており

ます。 

 １枚おめくりいただきまして、具体的なこのプロジェクトの中身でございます。昨年12

月、子どもの貧困対策会議におきましてこのプロジェクトを決定いたしましたが、その背

景としましては、経済的に厳しい状況に置かれたひとり親家庭・多子世帯が増加傾向にあ

るということで、自立支援の充実が課題になっておりました。それから、児童虐待の相談

対応件数の増加についても、その関連する付随事項としてございました。 

 昨年８月、施策の方向性を取りまとめまして、昨年末めどに政策パッケージを策定する

ということで、１枚おめくりいただきたいのですが、12月に「すくすくサポート・プロジ

ェクト」ということで、「すべての子どもの安心と希望の実現プロジェクト」の策定をし

たところでございます。 

 「ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト」につきましては、このような各省

またいだ横断的な施策をパッケージ化して取りまとめたところでございまして、こちらの

ほうを掲げさせていただいております。 

 簡単ではございますが、以上でございます。 

○佐藤会長 続きまして、Ⅱの２の「ｂ）熊本地震における被災地支援」について、内閣

府から御説明いただければと思います。 

○内閣府 内閣府男女共同参画局総務課でございます。 

 次のページをおめくりいただきたいと思います。資料４でございます。 

 「重点方針2016」におきまして、細項目の欄に書いておりますように、男女共同参画の

視点から、下の２行を特にご覧いただきたいと思いますけれども、被災地におけるニーズ

などを速やかに把握するとともに、避難所運営など被災者支援に資する情報提供の充実を

図るとされておりました。本年４月の熊本地震におきましては、発災翌日に男女共同参画

局から熊本県と熊本市に対して通知を出しておりまして、この細項目の３行目から４行目
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にあります、男女共同参画の視点からの防災・復興の取組指針ですとか、実際に避難所で

どういった取組をしていただくかというチェックシートを活用していただいて、適切に対

応していただくようにお願いをしたところでございます。また、男女共同参画局の職員が

実際に被災地に行きまして、県の方々に同行して助言をさせていただいたところでござい

ます。 

 そういった中でわかりましたことは、おおむね男女別のトイレですとか、授乳室ですと

か、更衣室など、女性の視点に配慮された運営がなされているところもあるのですけれど

も、避難所によってはそういったところがなかったということで、結論を申しますと、や

はり避難所ごとに状況は様々であったということでございます。 

 こうしたことを踏まえまして、この事業、二次補正予算案で800万円計上させていただい

ているところでございますけれども、該当施策概要のところをご覧いただければと思いま

す。被災地熊本における地方公共団体、民間団体の対応状況、これは避難所の運営ですと

か支援機関との連携ですけれども、そういったものを把握するためにアンケート調査、あ

るいはインタビュー調査をしたいということで考えてございます。この結果を踏まえまし

て、さらに男女共同参画の視点からの災害対応などの防災施策に反映していきたいと考え

ております。 

 以上でございます。 

○佐藤会長 続きまして、「３．ライフイベントや性差に即した支援の強化」の中の「ａ）

不妊治療に係る経済的負担の軽減」について、厚労省から御説明いただければと思います。 

○厚生労働省 厚生労働省母子保健課でございます。 

 資料５について説明させていただきます。 

 おめくりいただきまして、表でございますけれども、細項目にございます、妊娠・出産

等についての希望を実現することができるよう、不妊治療に係る経済的負担の軽減を図る

ということでございます。 

 事業名につきましては「不妊に悩む方への特定治療支援事業」ということで実施してお

ります。 

 その下の背景・目的でございますけれども、不妊治療の経済的負担軽減を図るため、高

額な治療費、大体平均１回30万円から40万円と言われていますけれども、その費用がかか

ります体外受精、顕微授精について、配偶者間の不妊治療に要する費用の一部を助成する

ということでございます。 

 その下の予算でございますが、28年度当初予算は184億円の内数と、これは母子保健関係

の補助金は統合補助金になっていますので、全体の額が184億円、そのうちの一部というこ

とでございます。29年度要求につきましては、203億円のうちの一部ということでございま

す。 

 概要につきましては、次のポンチ絵で説明させていただきます。 

 まず、対象者についてですが、特定不妊治療以外の治療法によっては妊娠の見込みがな
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いなどの法律上婚姻している夫婦が対象でございます。 

 給付の内容につきましては、１回15万円、初回の治療に限り30万円まで助成することに

なっております。 

 その下③でございますけれども、男性不妊治療については15万円まで助成。 

 ③の下でございますけれども、通算回数は、40歳未満であるときは６回、40歳以上であ

るときは通算３回までとなっております。 

 この内容につきましては、27年度補正、28年度予算で改善してきておりまして、29年度

につきましては、これを継続して実施するという予定でございます。 

 簡単ですが、以上でございます。 

○佐藤会長 それでは、ただいま御説明いただきました内容について、御質問なり御意見

があれば、どなたからでも手を挙げていただければと思います。 

 では、鈴木さんから順番で。 

○鈴木委員 ありがとうございます。 

 厚労省に御説明いただいたひとり親世帯支援は非常に重要であると考えますところ、例

えば相談窓口をワンストップ化している自治体の数ですとか、あるいは親の資格取得がど

のように促進されているかという状況ですとか、そういったところはどのようにチェック

しておられるのか、また、それをどのように予算要求にフィードバックしておられるのか。

この点は説得力をもって予算を獲得していく上で重要だと思いますし、場合によっては頑

張っている自治体とそうでない自治体とでメリハリをつけるということも必要かと思うの

ですが、いかがでしょうか。 

○佐藤会長 では、今の点について、おわかりの範囲内で。 

○厚生労働省 厚生労働省でございます。 

 ワンストップ窓口につきましては、まだ始まったところということもございまして、ど

れくらいの自治体の数がというのは、申し訳ないのですが、手元にございません。 

○佐藤会長 ということは、まだこれからということですね。 

○鈴木委員 もし把握していなければいないということで、今後そういった視点を重視し

ていただきたいという要望です。 

○佐藤会長 では、どうぞ。 

○種部委員 不妊治療のところなのですけれども、継続事業なので中身についてはよく理

解しているつもりなのですが、これは法整備が全くされていない分野なので議論もあると

ころだと思うのですけれども、現在も法律的な婚姻の状態にある人しか対象になっていな

いのですね。ですが、日本産科婦人科学会は、これは法律婚ではなくても、事実婚であっ

ても夫婦という形をとっている場合は体外受精を行ってよいと学会の方針を示しました。

去年かおととしだったと思います。 

 実際、そういう方たちからの御希望がありまして、これから妊娠・出産をしたいと思っ

ている方たちは等しく制度の恩恵にあずかれるようにと思いますので、法律上の婚姻をし
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ている夫婦に限るというところに対しては、今後見直しをすることはないのかどうか。学

会が昨年そのように方針を変えたということを踏まえまして、検討の余地はないのか、お

聞かせいただければと思います。 

○厚生労働省 その件につきましては、夫婦の形というか、いろいろな形があると思うの

で、その辺をしっかり調べた上で検討していくことになると思います。現段階では夫婦に

限定していますけれども、未婚の夫婦について、どこまで支援をしていくかということは

しっかり調べた上で、検討した上で対応していきたいと思っています。 

○種部委員 学会の方針変更後、法律婚でない夫婦に対しても不妊治療は実際もう行われ

ていることでありまして、子供がほしいと言っていらっしゃる方に産んでいただけるので

あれば、ぜひこの支援の対象になるよう、今後、検討していただければと思います。 

○佐藤会長 いいですか。 

 では、白河さん。 

○白河委員 まず、ひとり親支援のところなのですけれども、児童扶養手当の振り込みの

間隔が長いということをずっと言われていまして、やはりこの間のつなぎのお金を得るた

めにサラ金で借金をしてしまったりするような実態がありますので、ここをぜひ加速化と

いうか、今どのような状況になっていて、現実的に支給の間隔が変わるのかということを

一つお伺いしたい。 

 もう一つ、先ほどの不妊治療のところなのですが、私も先生と全く同じで、学会の方針

が変わったのを知っているので、まだ法律婚だけなのだと結構意外に思ったぐらいなので

す。産科婦人科学会がかなりこの分野はしっかりリードしているので、ここはぜひ御検討

いただきたいのと、それから、今、LGBTの方たちの権利を認めるということに関してもの

すごく世の中が加速していまして、もしその問題を取り上げるとしたら、やはりこの男女

共同参画がリードしていくしかないのではないかと思うのです。現にLGBTの方たちに聞き

ますと、パートナー条例で認められた同性のカップルの方たちが今、不妊治療にチャレン

ジしてお子さんを持とうとされたりしているので、やはりそういった意味の拡大というの

は今後、絶対議論として出てくると思いますので、男女共同参画のほうでぜひその方たち

の権利に関してもしっかり議論をこれから加速していきたいと思います。 

 その辺もいかがでしょうか。検討項目に上がっておりますでしょうか。 

○佐藤会長 まず、支給のほうと不妊治療、別だね。 

○厚生労働省 児童扶養手当の関係でございますが、先ほど年３回の支給と申し上げまし

た。改正児童扶養手当法の附帯決議におきましても、支払い回数について検討するように

とうたわれておりますので、今年の８月に関係省庁会議を立ち上げまして、そちらの会議

のほうで具体的に支給回数を増やした場合の自治体の負担ですとか、ひとり親家庭に与え

る影響ですとか、そういったところをしっかり調査して、把握して検討を進めていくとい

うふうにさせていただいているところでございます。 

○佐藤会長 不妊治療の御質問に。 
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○厚生労働省 不妊治療につきましては、先ほどと同様の回答でございます。 

○佐藤会長 ほかには。 

 では、岩田議員から、どうぞ。 

○岩田議員 ひとり親家庭の支援のワンストップ化についてなのですが、今日の資料の後

ろのほうの子育て支援のところで出てくるのですが、公的個人認証サービス利活用促進事

業ということで、マイナンバーカード一枚があれば公的サービスの手続ができるというこ

とをやろうとされています。今、御提案されているのは相談窓口のワンストップ化だと思

うのですが、それは確かに非常に大事な第一歩だと思うのですけれども、その次はやはり

サービスの諸手続の一元化ということがあると思います。これはひとり親家庭だけではな

くて、例えばDV被害者であるとか、女性の起業家支援ですとか、いろいろなところでワン

ストップというのは重要なコンセプトとして男女共同参画の領域に出てきますので、ぜひ

男女共同参画局のほうでも他省庁にも目配りしていただいて、子育てで少しトライアル的

にやられるのかどうかよくわかりませんが、これがいろいろなワンストップに利用できま

すように、特にひとり親家庭についてもそれができますように、お願いしたいと思います。 

○佐藤会長 今のに何か御意見があれば。伺っておくということでいいですか。 

○厚生労働省 承知いたしました。ひとり親家庭の就業による自立を中心にと先ほど申し

上げたのは、まさに自立支援というのは最も重要な柱の部分だと思うのですが、行政サイ

ドから見てみますと、ひとり親で困っている家庭をいかに支援に結びつけるかというのは

非常に大切なところでございますので、この児童扶養手当の現況届というのを毎年８月に

窓口に来ていただいて、届出をしていただくのですが、そちらの機会等々をとらまえて、

ひとり親の支援についていかにつなげていくかということを今、一生懸命やっているとこ

ろでございます。 

○佐藤会長 では、どうぞ。 

○小山内委員 ３点ございます。まず１点目、ひとり親家庭に関してでございますが、こ

のプロジェクトの中で学びを応援するというところです。やはり貧困の連鎖を断ち切ると

いう意味でも、学びの応援は非常に重要なのではないかと思っています。ただ、そういう

中で、ひとり親の一番の問題としては、やはり経済的な分野で二重労働とかダブルワーク

をしている方もおり、なかなか子供の学習など、そういったところに力を注ぐことが親自

身できない。そういったことを支援するということで、このワンストップの推進というこ

とで出ているのだと思いますので、まずはこの学び応援という部分を少し大きなテーマと

していただきたいなと思います。ここがしっかりしていないと、次の就業というところに

なかなか結びつかないのではないかと思います。 

 また、こういう支援事業なのですが、非常に地域格差がありまして、この事業は都道府

県に落ちていくと思うのですが、都道府県の中でも小さい町とか村にもたくさんこういう

人たちがいるのですが、なかなかそういう人たちのところまでたどり着かないという部分

がありますので、ぜひその辺に力を注いでいただければと思います。 
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 ２点目は、被災地への支援のことでございます。熊本の地震がありまして、私も７月に

被災地を視察してまいりました。現状を見た限り、例えば間仕切りを置くとか、女性への

配慮とか、そういう部分でハード的にはすごくなされているなと、東日本の教訓が非常に

生かされているなと思いました。 

 ただ、そういう中でも、届いたものがうまく活用されていないというところもあったの

ですね。それはやはり意識の問題で、その必要性について、そこを運営している人たちが

気づいていないと、例えば更衣室を置いていても実際に使われていない。全然使えないと

ころに入り口があったり、ソフト面がうまく機能していない、そういう現実も見えてきま

した。 

 あとは、女性リーダーが避難所運営しているところは非常に明るい雰囲気で、とてもす

ばらしいなと思いました。明るくて、日常生活に非常に近い生活環境をつくっていらっし

ゃるのですね。そうではない大きい避難所とかに関しては、逆に支援する側とされる側と

いうような構図ができていて、それというのは後々の被災者の方々の回復力、なかなかエ

ンパワーメントにつながっていかない状況があるのではないかと思いました。 

 また、相談件数について聞いたところ、少ないということでしたが、少ないというのは

問題がないのではなくて、女性たちが抱えている悩みがそもそも相談してもいいことなの

だというような働きかけがないと、なかなか顕在化しない。やはり九州のほうは男尊女卑

といったような部分もまだまだ強いのかなと思うのですが、顕在化してこないと思います。 

 東日本大震災のときも、すごく固定的な性別役割分担が強化されたという現実もありま

すので、今後この事例報告とか分析、調査をしていく中では、単にこういうものがそろっ

ていましたとか、これがなされていましたというだけではなくて、もう少し深い部分まで

踏み込んで調査しないと、東日本大震災よりは改善されましたという調査結果で終わって

しまう可能性があると思うのです。東日本と熊本地震はちょっと地震の性質も違いますし、

状況も違うと思うので、それぞれの比較でどう違うのかという部分と、あとは先ほど言い

ましたように、東日本のときはなかなか突っ込めなかった部分です。その辺を熊本の場合

はもう少し踏み込んだ形で調査をしていただきたい。 

 あと、益城町とかは自主防災の組織率が100％だったのです。しかし、避難所運営で全く

自主防災組織が起動していなかったという現実もあるようですので、自主防災組織のなか

の女性の割合なども調べ、女性たちの声がどれだけ救い上げられたのかなども、踏み込ん

で、なぜ、うまくいったのかなども含めて調査していただきたいです。 

 ３点目は不妊治療の件です。専門家の先生方がいろいろとおっしゃったのですが、私も

男女センターでこういう相談を受けたり、知り合いの方からいろいろと相談を受けるので

す。そういう中で、本当に不妊に悩む方々への特定治療の支援というのは非常に難しい問

題です。働きながら治療を続けることが難しくて仕事を辞めたと。ところが、辞めた途端、

今度は夫のほうからお金がないからもう不妊治療を受けることができないと言われたとい

う方がいらっしゃいました。やはり働き方改革の中でも、こういった部分に多分触れられ
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ているのかと思うのですけれども、こういう方々への配慮というのでしょうか。そういっ

たところも同時に進めていっていただかないと、お金は出してもそれを活用したくてもで

きない人たちへの救いの手にはならないのではないかと思いますので、よろしくお願いい

たします。 

○佐藤会長 いいですかね。何かあれば。 

○厚生労働省 御指摘がございました、学びを応援するというところでございますが、例

えば今年度で新しいことを申し上げますと、放課後児童クラブが終わった後、子供さんが

まだ家でひとりでいるということもございますので、終了後に学習支援をしたり、そうい

ったことを含めた「子どもの生活・学習支援事業」、通称居場所づくりと言っておりますが、

そちらのほうを始めております。いろいろやっているうちの一つとして御紹介させていた

だきます。 

○佐藤会長 では、調査のことですね。 

○内閣府 内閣府でございます。 

 熊本地震の調査でございますけれども、いただきました視点につきましては、今後の実

際の調査項目ですとか、その分析の中できちんと対応させていただきたいと思います。 

 また、日ごろの意識が大事という御指摘がございました。今年度、私どもは、男女共同

参画の視点での防災対応というのは、男女での視点というのを持っていただくことも普通

の防災の訓練と同様に必要だということで、実際に防災対応の研修プログラムを作りまし

た。先週、先々週、都道府県の方々に実際に体験していただいたというようなこともやっ

ております。今後、その都道府県ですとか、または県内の市町村に展開していただくとい

うようなことをやっていきまして、日ごろからの職員の意識改革にも努めていきたいと考

えております。 

 以上でございます。 

○佐藤会長 そろそろ次に行きたいのですが、どうですか。まだあればですけれども、い

いですか。 

 御説明ありがとうございます。それでは、前半部分の御説明をいただいた方と交代があ

ると思いますので、説明が終わった方は退席ということで、続ける方もいらっしゃると思

いますけれども、次の方と交代していただきます。 

（説明者交代） 

○佐藤会長 それでは、先ほど御説明しましたように、資料１の裏面の「Ⅲ 女性活躍の

ための基盤整備」の「１．子育て基盤等の整備」の「ａ）子ども・子育て支援新制度、保

育士の処遇改善」について、内閣府から御説明いただければと思います。来たばかりです

みませんが、よろしくお願いします。 

○内閣府 内閣府の子ども・子育て本部の堀内と申します。よろしくお願いいたします。 

 それでは、資料に沿って御説明いたします。資料６「子ども・子育て支援新制度、保育

士の処遇改善」ということでございます。 
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 ページをめくっていただきまして、１ページでございます。該当施策名ですけれども、

「子ども・子育て支援新制度の実施」ということでございます。 

 ２ページに簡単な図がございますので、この図で御説明したいと思います。 

 現在、子ども・子育て支援新制度の体系図はこのとおりでございます。大きく分けて、

市町村主体の事業と右側の国主体事業がございます。市町村主体事業は、御存じのとおり、

認定こども園・幼稚園・保育所・小規模保育などの事業でございます。これらの事業に対

して共通の財政支援を行っているということでございまして、予算的なことを言いますと、

28年度で認定こども園・幼稚園・保育所等で約6,500億円ございます。 

 その右の市町村主体事業の中の地域の実情に応じた子育て支援ということでございます。

紫色の中にいろいろな事業がございます。13事業ございますけれども、代表的な例ですと、

放課後児童クラブとか延長保育事業について支援をしているということでございまして、

金額的には約1,000億円の予算でございます。この市町村主体の子ども・子育て支援新制度

で約7,500億円ということでございます。 

 その右の国主体事業、仕事と子育ての両立支援とございます。下のほうに仕事・子育て

両立支援事業、その下に企業主導型保育事業とございます。企業主導型保育事業というの

は28年度からできている事業でございまして、約800億円ございます。これはまた次のペー

ジで御説明いたします。 

 このような体系になってございまして、１ページに戻っていただきまして、真ん中辺に

当該施策の背景・目的というところがございます。背景については省略いたしますけれど

も、後段の部分です。消費税財源から確保する0.7兆円程度の必要額及びさらなる質の向上

を実施するための0.3兆円超の財源を確保して、量的拡充と質の向上を着実に実施していき

たいと考えているところでございます。 

 その下の該当施策の政策手段の分類でございます。この中の真ん中辺に予算額がござい

ます。28年度当初予算は約7,482億円ございまして、29年度の概算要求については、この

7,482億円プラス事項要求ということで要求させていただいております。この事項要求につ

いて、質の向上ということでございまして、これについては予算編成過程で検討というこ

とになってございます。その中身についても、今後、予算編成過程で検討していくことに

なるのですけれども、待機児童の問題が一番重要だということでございますので、この中

で保育士の処遇改善を検討していきたいということでございます。 

 続きまして、３ページでございます。先ほど触れました仕事・子育て両立支援事業の中

身でございます。これも４ページにポンチ絵を載せてございますので、これで説明したい

と思います。 

 企業主導型保育事業と書いてございます。その上に◎が３つございます。女性の就業率

上昇等に伴う潜在需要の顕在化に対応するため、従来から待機児童解消加速化プラン等は

ございましたけれども、このプランを40万人分から50万人分整備するということで、10万

人分の上積みをするということでございます。この10万人のうち５万人分について、ここ
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に書いてございます企業主導型保育事業を創設して、受け皿とするというものでございま

す。 

これは名前のとおり、企業が主導となって行う事業所内保育事業でございますけれども、

真ん中辺に図がございます。左側に書いてございますけれども、週２日程度の就労とか、

休日に働く方のために対応できるということでございます。単独の企業だけではなくて、

複数の企業が共同して運営するということも考えられると思います。 

 左下に本事業の特徴と書いてございます。市区町村の関与がないとか、直接契約である

と、複数企業の共同利用も自由など、認可と比べて柔軟な内容であるということでござい

ます。補助金については認可と同等のものとなっているところでございます。 

 ３ページに戻っていただきまして、該当施策の政策手段の分類でございます。これも予

算額のところを見ていただきたいのですが、28年度当初予算は800億円でした。29年度の概

算要求では1,320億円を要求しているところでございます。 

 ちなみに、この財源でございますけれども、これは事業主拠出金が全てでございます。

年金特別会計で運営しているところでございます。 

 簡単ですが、以上でございます。 

○佐藤会長 どうもありがとうございました。 

 続きまして、「ｂ）保育所等の整備、保育士及び介護人材の処遇改善、『子育て世代包括

支援センター』設置促進」について、厚労省から御説明いただければと思います。 

○厚生労働省 厚生労働省でございます。資料７で説明させていただきます。 

 まず、１ページのシートでございます。こちらのシートは、待機児童解消を目指す保育

の受け皿整備の中で、特に保育士の人材確保策ということでございます。いろいろなメニ

ューで総合的な保育人材確保策に取組んでおりますが、ここでは２つ挙げております。下

の施策概要のところにポツが２つあるかと思いますけれども、１つが、保育士修学資金貸

付、こちらは保育士資格の新規取得者の確保を図るという趣旨のものでございます。２つ

目が、就職準備金貸付というものですが、こちらは一旦離職した方の再就職支援を図ると

いうものでございます。 

 このシートの予算のところには約112億円の内数という数字を書いてございますけれど

も、この金額は、就職準備金貸付のほうに該当する数字でございます。 

 めくっていただきまして、まず１つ目の保育士修学資金貸付事業について御説明します。 

 こちらの事業は、保育士資格の取得を目指す方、指定保育士養成施設に在学する方に修

学資金を貸し付けるというものでございます。実施主体は都道府県などでございます。下

のほうに返還免除という項目があるかと思うのですけれども、貸付を受けた方が保育士と

して５年以上従事した場合は返還を免除するというものでございます。 

 この保育士修学資金貸付の活用によって新規資格取得者の確保を強化するために、平成

27年度の二次補正で国の補助率を４分の３から10分の９に引き上げを行ったところでござ

いまして、都道府県にこの貸付の活用を促しているところでございます。なお、27年度の
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二次補正予算は、28年度に繰り越して執行しております。また、都道府県が社会福祉協議

会等の民間団体を実施主体として補助を行う場合には、国から交付された貸付原資を活用

して、29年度以降も継続が可能という仕組みになっております。 

 次に、２つ目の就職準備金貸付についてでございます。 

 ３ページの概要ペーパーになりますけれども、こちらについては、潜在保育士、つまり

保育士資格を有する方であって、保育士として勤務していない方。この方々が再就職する

場合の就職準備金を貸し付けるというものでございます。そして、２年以上勤務した場合

には貸付金の返還を免除するものでございます。こちらについては、就職準備金20万円と

いうことで書いてございますけれども、28年度の二次補正予算案では、これを40万円に倍

増するということで予算を計上しているところでございます。 

 以上です。 

○佐藤会長 では、お願いします。 

○厚生労働省 それでは、４ページ目でございます。子育て世代包括支援センターの法定

化・全国展開でございます。 

 真ん中辺の目的のところにございますが、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支

援を実施するということで、子育て世代包括支援センターを設置することとしております。

平成27年度から子育て支援新制度に基づく利用者支援事業を活用しながら実施してきてお

ります。同センターの設置根拠を法律上明確に位置づけることにより、全国展開に向けた

取組を実施するということとしております。 

 予算については、28年度、981億円の内数ということでございます。29年度要求につきま

しては、事項要求ということで予算編成過程の中で決定されるということでございます。 

 その下の該当施策概要でございます。母子保健法の改正につきましては、28年５月27日

に成立しまして、子育て世代包括支援センターの法定根拠を設けたところでございまして、

29年４月１日施行ということでございます。平成32年度末までの全国展開に向けて、支援

対象者の評価、それから支援内容に係るガイドライン等の作成に向けた取組等を行うこと

としております。 

 次のポンチ絵でございます。２つ目の○にございます子育て世代包括支援センターは、

保健師、ソーシャルワーカー、看護師、助産師等を配置して、きめ細やかな支援を行うと

しております。 

 ３つ目の○の下ですけれども、平成27年度の実施市町村は138市町村、28年度は251市町

村ということでございます。母子保健法上の名称は、母子健康包括支援センターとなって

ございます。 

 その下の四角でございますけれども、子育て世代包括支援センターについては、コーデ

ィネーターが各機関と連携・情報の共有を図って、全ての妊産婦の状況を継続的に把握し、

要支援者には支援プランを作成する。それに加えまして、地域の実情に応じて、産前・産

後サポート事業、産後ケア事業等をあわせまして、妊産婦を支える地域の包括的支援体制
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の構築を図ってまいりたいということでございます。 

 以上でございます。 

○佐藤会長 あと、介護人材の紹介ですね。よろしくお願いします。 

○厚生労働省 老人保健課長でございます。 

 それでは、６ページ、７ページの介護人材の処遇改善について、お話をさせていただき

ます。 

 まず、７ページをご覧いただきたいのですが、これはニッポン一億総活躍プランの工程

表から抜粋したものですが、介護人材の処遇改善につきましては、一番下の表にあります

とおり、これまでも何度か行っておりまして、直近ですと2015年に月額平均1.2万円相当の

処遇改善加算、これは介護報酬の中で拡充を行ったということでございます。 

 それを踏まえて、左上の箱にありますけれども、さらに介護人材確保が困難な理由とい

たしましては、やはり他産業、対人サービス産業と比較して賃金が低いということがあり

まして、下のポツにありますとおり、介護職員ですと賃金平均賞与込みで26万2,300円、勤

続年数は6.1年ですが、他の対人サービス業ですと賃金が賞与込みで27万3,600円、勤続年

数は7.9年ということがございますので、右側の具体的な施策のほうにありますが、競合他

産業との賃金差がなくなるよう、2017年度からキャリアアップの仕組みを構築し、月額平

均１万円相当の処遇改善を行うということが６月２日の閣議決定で行われたところでござ

います。 

 ６ページに戻っていただきまして、そういった背景を踏まえまして、今後、１万円相当

の処遇改善を行うこととしております。ですので、これにつきましては、いわゆる報酬改

定の中で行うこととしておりますので、当該施策の政策手段の分類の中では制度改正の中

に入れさせていただいております。 

 また、予算につきましては、この介護報酬改定で対応する場合につきましては、社会保

障審議会介護給付費分科会の意見を聞いて行うこととしておりますので、給付費分科会に

つきましては、今後10月を皮切りに年内に行いまして、今年度中には方向性を取りまとめ

て、来年の平成29年４月から実施できるような体制をとりたいと思っております。ですの

で、現在、予算につきまして、これについてはまだ詳細が決まっておりませんので、事項

要求という形で要求をさせていただいているところでございます。 

 以上でございます。 

○佐藤会長 続きまして「ｃ）マイナンバー制度を活用したサービスのワンストップ化」、

これは総務省から御説明いただければと思います。 

○総務省 総務省でございます。 

 資料８でございますが、１枚、縦紙のところをおめくりいただきまして、上から４番目、

細項目の６行ぐらいをご覧いただければと思います。２つほど要素がございます。まず、

最初の３行に書いてあることでございますが、子育てにかかわる申請手続につきまして、

地方公共団体の窓口へ出向くこと、あるいは書類を郵送すること、そういった手間なく、
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そういう手続が済ませられるようにできないかということが１点でございます。 

 ２点目が、最後の２行のところでございますが、お子さんの健診あるいは予防接種のタ

イミングに合わせまして、そろそろ予防接種の時期ですよといったお知らせが個別に通知

が来る、そういった仕組みを構築できないかということでございます。この２つについて、

どちらもマイナンバーカードを用いて、それ一枚でできるように、そして、出向いたり郵

送手続をやらずに、そういった手続が済ませられるようにできないかということでありま

す。 

 上から６番目ぐらいに背景・目的のところ、今年の成長戦略、「日本再興戦略2016」でご

ざいますが、時期といたしましては来年７月、マイナポータルという国が運営するシステ

ムが動き出すことになりますが、それを一つの目標時期といたしまして、今、申し上げた

ような手続の軽減、あるいはそういったお知らせのタイミングに合わせた通知、そういっ

たことが始められるということを目標に置いて進めていくということでございます。 

 具体的に、さらに１枚、A4横の図をおめくりいただきまして、どういった仕組みを前提

としているかということであります。 

 左に利用者、右下にいろいろな書類が届く自治体といったところを書いてございます。

真ん中に緑色でマイナポータル、これが来年７月からスタート予定と申し上げました。 

 それから、その後ろに、これも成長戦略に出てまいりますが、電子私書箱という仕組み

を想定しております。これはマイナポータルの一つの機能としてスタートさせることを前

提としている仕組みでございますが、この電子私書箱、今、郵便局に行くと一人一人私書

箱を持っていらっしゃる企業や個人の方がいらっしゃいますが、様々なメールあるいは電

子的なお知らせが個人宛てに蓄積されるところとお考えいただければと思います。そこに

アクセスできるのは、基本的にマイナンバーカードを用いてやっていただくということで、

その内容に対するアクセスの安全性はそこで確保するということでございます。 

 ここで、マイナポータルの右のところに、何と何を含めてワンストップと言っているか

というところで、保育所の入所申請、それから入所申請の際に必要となります御両親の雇

用証明書、この２つについて、普通ですと入所申請書というのは郵送か自治体に出向いて

出していく。あるいは雇用証明書というのも場合によってはお勤めの企業に育児休暇中で

もとりに行くことが必要になっているわけでありますが、それを御自宅からでもマイナン

バーカードでこの電子私書箱に送ると、自動的に電子私書箱が、企業から届いた雇用証明

書を御両親から届いた入所申請書に添付した上で自治体にお届けする。そういったことを

もし実現できますと、実際に出向いたり郵送したりすることなく、保育所の入所申請とい

ったことができるようになるのではないかということであります。 

 御参考まででございますが、現在、この右側の勤務先企業の方々が雇用証明書、大体１

年間平均すると460万通ほど作成されているのだそうですが、今はそれを自治体ごとのフォ

ーマットに合わせてお出しいただいて、かなりの負担になっている。この電子私書箱の中

にデータフォーマット変換機能というものが書いてありますが、こういったところをもし
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御提供できると、こういった企業のほうの御負担の軽減ということにもあわせてお役に立

つのではないかと考えて御提案している次第でございます。 

 御説明は以上でございます。 

○佐藤会長 それでは、Ⅲの「２．女性活躍の視点に立った制度等の整備」のうちの最初

の「ａ）個人所得課税における諸控除の在り方の見直し」ということで、財務省から御説

明いただければと思います。 

○財務省 財務省主税局でございます。 

 資料９に基づいて御説明させていただきたいと思います。 

 おめくりいただきまして、１ページ目、細項目のところでございますが、税制について

は、政府税制調査会において取りまとめられた論点整理等を踏まえ、個人所得課税におけ

る諸控除のあり方の見直しについて、幅広く丁寧な国民的議論を進めていくとされており

まして、こちらにつきましては、背景・目的のところにございますが、日本再興戦略です

とか骨太方針などにおいても具体的な検討を進めていくと記されております。 

 具体的にどのような案が今、検討されているかということにつきまして、３ページの図

に基づいて御説明させていただきたいと思います。 

 まず、現状認識のところでございますが、昭和36年に配偶者控除が創設されて以来、半

世紀が経過しております。人口減少という大きな構造変化を踏まえれば、今後は、結婚し

夫婦ともに働きつつ子供を産み育てるといった世帯に対する配慮の重要性が高まるといっ

た現状認識に基づきまして、現行制度でございますが、横軸が配偶者の収入となっており

ます。配偶者の収入が増えてきますと、基礎控除というものに加えまして、配偶者控除と

いうものがありますが、これが配偶者の収入が103万円を越えますと徐々に減っていって、

この部分が配偶者特別控除と言われているものですが、141万円のところまでこういった控

除が受けられるという制度になっております。 

 この制度につきまして、右側でございますが、共働きが増加している中で、片働きを一

方的に優遇するなど、個々人の働くことへの選択を歪めることは適当でないとの御指摘、

あるいは配偶者の収入が103万円を越えると納税者本人が配偶者控除を受けられなくなる

ことが配偶者の就労を抑制する壁になっているとの御指摘、これがいわゆる103万円の壁と

言われているものでございます。あるいはパート世帯においては、配偶者が基礎控除の適

用を受けるとともに、納税者本人も配偶者控除の適用を受けているという、いわゆる二重

の控除が行われているといった御指摘をいただいております。 

 こうしたところにつきまして、具体的に選択肢を大きく言って３つ挙げていただいてい

るのですが、選択肢のＡは、まず配偶者控除の廃止ということでありまして、配偶者の働

き方により納税者本人の控除額が影響を受けないような中立な仕組みとするため、配偶者

控除を廃止するという選択肢でございます。 

 この選択肢につきましては、論点としまして、家族の助け合いや家庭における子育てに

対する評価をどう考えるか。あるいは片働き世帯及びパート世帯が負担増になることをど
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う考えるかといったような論点を提示されております。 

 選択肢Ａ－２というのはこの派生でございまして、配偶者控除の適用に所得制限をつけ

るというような案でございます。 

 おめくりいただきまして、選択肢Ｂのところでございますが、こちらは配偶者控除に代

えて、配偶者の所得計算において控除し切れなかった基礎控除を納税者本人に移転するた

めの仕組み、いわゆる移転的基礎控除を導入いたしまして、配偶者の働き方によらず、夫

婦２人で受けられる所得控除の合計額を一定とすることで、二重の控除を解消し中立的な

税制に近づけるという案でございます。こちらの案につきましても、論点のところでござ

いますが、パート世帯、特に子供のいない低所得の世帯が負担増になる、あるいは配偶者

の税率が納税者本人の税率より低いときの配偶者の就労に対する抑制的な効果があるので

はないかといったような論点を提示されております。 

 選択肢Ｂ－２というのはこの派生でございまして、現在、所得控除という方式でやって

おります控除につきまして、これに税額控除化というのを組み合わせてはどうかという選

択肢でございます。 

 選択肢Ｃでございますが、こちらは所得税・個人住民税の諸控除のあり方を全体として

改革する中で、配偶者控除に代えて、若い世代の結婚や子育てに対する配慮を行う観点か

ら、夫婦世帯に対して配偶者の収入にかかわらず適用される新たな控除を創設するという

案でございます。こちらの案につきましても、いろいろ論点を提示されておりまして、夫

婦世帯においても働き方や所得水準などは様々であるため、税負担能力に応じた公平な負

担を実現する観点から、所得税・個人住民税の諸控除のあり方を全体として改革する中で

実現していく必要があるのではないか、あるいは税制が結婚に対して中立的でなくなるこ

との是非をどう考えるか、あるいは夫婦を形成せずに子育てを行っている世帯に対する配

慮をどう考えるのかといったような論点を提示されています。 

 一番下の枠囲いのところにありますが、この見直しにつきましては、家族のあり方や働

き方に関する国民の価値観に深くかかわる問題でありますことから、今後、幅広く国民的

な議論が必要とされておりまして、その際に改正全体としては、税収中立あるいは財政中

立を念頭に行っていく必要があるというような御指摘をいただいております。 

 こうした論点につきましては、現在でも政府税制調査会において議論を継続していると

ころでありまして、引き続き幅広く丁寧な議論を進めていきたいと考えているところでご

ざいます。 

 以上でございます。 

○佐藤会長 どうもありがとうございます。 

 次に、「ｂ）被用者保険の適用拡大、民間企業における配偶者手当」について、厚労省か

ら御説明いただければと思います。 

○厚生労働省 まず、被用者保険の適用拡大の関係で御説明させていただきます。厚生労

働省年金局でございます。 
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 資料10をご覧ください。表紙をおめくりいただきまして、１ページの細項目の２つ目の

ポツになります。社会保障制度については、年金機能強化法による平成28年10月からの大

企業における被用者保険の適用拡大に加え、平成28年10月の施行に合わせて中小企業にも

適用拡大の道を開くための制度的措置を講ずるとともに、平成28年10月の適用拡大の施行

の状況等を勘案して、さらなる適用拡大に向けた検討を着実に進めていくと記載がござい

ます。 

 この被用者保険の適用拡大に関しては、平成24年の社会保障と税の一体改革の関連法の

中で、先ほど申し上げました年金機能強化法という法律が成立しております。この法律の

中で被用者保険の適用拡大を措置しているわけですけれども、それが来月、平成28年10月

から施行されるという状況です。これについては、従業員数501人以上の大企業を対象とし

て適用拡大を講ずることにしておりましたが、あわせて従業員数500人以下の中小企業につ

いても被用者保険の適用拡大の道を開くべきだという御意見もあり、そういったものを踏

まえまして、労使合意を前提に500人以下の中小企業についても任意で企業単位に適用拡大

を認めるという内容を盛り込んだ制度改正の法案を今年３月、さきの通常国会に提出して

おります。残念ながら、さきの通常国会では審議がされずに継続法案という扱いになって

おります。私どもといたしましては、一昨日開会いたしましたこの臨時国会での早期成立

を目指して、国会に対してお願いをしていきたいと考えているところでございます。 

 資料の３ページをご覧いただきますと、今、申し上げました、現在国会で継続審議中に

なっている法案の中の短時間労働者への被用者保険の適用拡大の概要、１枚紙をつけさせ

ていただいております。 

 簡単に御説明いたしますと、現状としては週30時間以上働いている場合に被用者保険の

適用というのがありまして、これに対して、先ほど申しました年金機能強化法で適用拡大

の措置を既に講じております。これが来月、28年10月からスタートするというところであ

ります。この具体的な適用拡大の中身といたしましては、週30時間以上という基準を週20

時間以上という形に改めまして、かつ、年収が106万円以上という基準を今回設けておりま

す。先ほど申し上げたとおり、この適用拡大の対象になるのは、従業員数501人以上の企業

でございます。これに加えまして、500人以下の企業にも適用拡大ができるようにというこ

とで、労使合意に基づいた任意での企業単位での任意の適用拡大を可能とする法案を現在、

国会に提出中ということでございます。繰り返しになりますけれども、この臨時国会での

早期の法案成立を目指していきたいということでありまして、あと、来月から施行される

大企業向けの適用拡大の中身を措置した年金機能強化法の中では、施行後３年以内の検討

規定というのがございますので、来月以降の施行の状況を踏まえながら、さらなる適用拡

大に向けて検討をしていくということで考えているところであります。 

 以上であります。 

○厚生労働省 厚生労働省労働基準局でございます。 

 配偶者手当の項目につきまして、御説明させていただきます。 
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 戻りまして、また１ページを確認いただければと思いますが、細項目の一番下でござい

ます。民間企業における配偶者手当についても、「配偶者手当の在り方の検討に関し考慮す

べき事項」について広く周知を図り、労使に対しそのあり方の検討を促していくと書かせ

ていただいております。こちらにつきまして、４ページ、５ページにポンチ絵をつけてお

りますので、そちらで御説明させていただきたいと思います。 

 ４ページでございます。民間企業における配偶者手当の取組ですが、再興戦略2015にお

きまして、官の見直しの検討とあわせて、労使に対しそのあり方の検討を促すとされたこ

とを受けまして、資料にもございますとおり、昨年12月に「女性の活躍促進に向けた配偶

者手当の在り方に関する検討会」を設置いたしました。合計３回の検討会を実施しました

後、４月に報告書を取りまとめました。 

 その後、厚生労働省としましては、「配偶者手当の在り方の検討に関し考慮すべき事項」

を取りまとめまして、さらに周知資料などを作成し、現在、労使に対し配偶者手当のあり

方について検討していただきますよう周知を行っております。 

 その考慮すべき事項ですが、５ページに「報告書のポイント」と書いてありますが、こ

の丸々１枚全く同じものでございます。こちらが考慮すべき事項の内容になりますけれど

も、項目としましては、「配偶者手当の在り方」「労使による企業の実情を踏まえた検討」

「配偶者手当の見直しに当たっての留意点」をお示ししております。 

 周知資料では、さらに背景となります統計の資料であったり個別の企業事例、判例等を

御紹介させていただきまして、検討の際、参考となればと考えております。 

 民間企業における配偶者手当を含めた賃金制度は、労使により決められるものでありま

すが、今後、労働力人口が減少していくことが予想され、働く意欲のある全ての人がその

能力を十分に発揮できる社会の形成が必要となっている中、配偶者の収入要件のある配偶

者手当につきましては、配偶者の働き方に中立的な制度となるような見直しを進めること

が望まれることとしております。 

 以上でございます。 

○佐藤会長 それでは、最後ですけれども、「ｃ）マイナンバーカードへの旧姓併記」につ

いて、総務省から御説明いただければと思います。 

○総務省 総務省の住民制度課でございます。 

 資料11「マイナンバーカードへの旧姓併記」という紙でございます。 

 １枚めくっていただきまして、細項目のところに書いてございます、住民基本台帳法施

行令等を改正し、住民基本台帳及びそれに連動するマイナンバーカードに本人からの届け

出により旧姓を併記することが可能となるよう、必要な準備を進めるということでござい

ます。 

 具体的には、次のページに絵をつけてございます。もともとの背景につきましては、左

側の点線囲みのところに書いてございますけれども、男女共同参画会議等でもこういう指

摘を受けております。これに従って、今回、制度改正等をやりたいということでございま
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す。 

 イメージのところに書いてございますが、マイナンバーカードに氏名等を記載している

わけですけれども、ここに旧姓も書けるようにということでございます。 

 あわせて、順番的には住民票が先ですので、現在、マイナンバーカードの記載事項は住

民票に書いてあるものを書いているということになっています。住民票そのものは、住所

を公証するための制度ということになってございますけれども、要はある方がどこに住ん

でいるのかということを公に証明するという制度になっていますので、今、住民票は戸籍

と違いますので、旧姓欄はないわけですけれども、こういうものを新たに設けて住民票に

記載した上で、あわせてマイナンバーカードにもこれが記載できるようにするという流れ

になるわけでございます。 

 旧姓併記を希望する場合、マイナンバーカードは、さらに申請して交付を受ける必要が

ありますが、住民票の写しには旧姓が記載されますので、そうすると何らかの取引などで

旧姓を使って契約するということがあれば、この住民票を出していただければ、住民票を

使ってちゃんと証明ができることになるということで御理解いただければと思います。 

 以上でございます。 

○佐藤会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、多岐にわたりますが、Ⅲの御説明いただいたものについて御質問、御意見が

あれば、どなたからでもよろしくお願いします。 

 では、川島さん。 

○川島委員 すみません。過去３回欠席してしまいまして、久しぶりで大変恐縮でござい

ます。 

 先ほど出ました子育て世代包括支援センターについてなのですが、私はファザーリン

グ・ジャパンというNPOに所属しているのですけれども、そこでこの議論が一番盛り上がり

まして、大賛成だと、ぜひこれをやってほしいという意見が非常に多かったのですが、そ

のときに２つ話が出まして、それを御検討いただければという話が盛り上がりました。 

 １つが、いわゆる仕事の両立を前提にした子育て世代支援センターというような位置づ

けにできないものかと。こう見ていますと、細則のところにカムバック何とかということ

が書いてありますが、この図の中には一言も両立支援みたいなもの、いわゆる復職支援を

含めた、これは妊娠時から当然出産後、育児中に至るまで両立支援はありますので、ぜひ

そういうものを入れられないかと。 

 例えばそれをやるために両立アドバイザーみたいな、従来の子育て支援センターに求め

られていたアドバイザーとはひとつ違う役割というものが必要になってくると思いますの

で、どう仕事を両立したらいいか、どういう制度があるのか、そもそもモチベーションを

高めるためにママたちにどうお声がけをするのか。そのような両立アドバイザーみたいな

ものを置いて、どうしてもいまだに5割弱の女性が出産とともに仕事を辞めてしまうという

ことで、我々の全国のメンバーに聞いてみても、全国で男女共同参画センターはたくさん
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ありますけれども、子育て支援と起業や再就職支援というのはあるのですが、継続支援を

やっているところがあまりないという、ちょうどぽっかりそこに穴があいているという声

もたくさん聞こえてきますので、両立を前提にした継続支援みたいなものをぜひ入れてい

ただきたいなというのが１つ目の意見です。 

 ２つ目の意見が、まさにこの子育て世代包括支援センター、こういう事業でここにもほ

とんど書かれていないのは、やはり男性の色が余りにも薄過ぎるということですね。女性

活躍には男性の家庭・地域活躍が必要だというのはずっと御議論されているとおりだと思

いますので、やはりここに夫を巻き込んで、夫にも産前から産後に至るまで、育児に至る

まで、あなたも一緒にやるのだよという啓発、啓蒙、あるいはそのための声がけ、イベン

ト、夫婦共同のセミナー、夫婦でどうやって家事・育児をシェアするのかというアドバイ

ザー、そのようなこともぜひ入れてほしいというのが２つ目です。 

 その両立支援アドバイザーと、父親、夫の色をもっと入れてほしいなというのが言われ

ていました。いずれにしても、そういう意味で、その２つをぜひ入れていただいて、子育

て世代包括支援センターというのはぜひ大賛成なので、ワンストップで進めていただきた

いというのが私どもからの意見です。 

○佐藤会長 今の点について何かあれば。 

 厚労省、お願いします。 

○厚生労働省 始まったばかりですので、そういった御要望もあると思いますし、いろい

ろな支援の仕方はこれから実践を踏まえて出てくると思いますので、そういったものも取

り入れられれば、どうなるかわかりませんが、まずは全国展開というのがあるので、全国

的に広めていくというのをまず最優先でやりたいと思っております。 

○佐藤会長 川島委員、大事なので、そういうことも考えながらやっていただければと思

います。 

 では、岩田議員、お願いします。 

○岩田議員 ２つあるのですが、まず１点目は、資料６で待機児童解消に向けた子育ての

基盤整備のところです。先ほど厚生労働省、内閣府のほうからの御説明だったでしょうか。

そもそも当てにしていた消費税の増税が延期にされた。それで7,000億円の確保を見込んで

いたところが、その当てがなくなったということ。そして、その時点で4,000億円足りない

と聞いていたのですが、この資料では3,000億円になっていますが、その時点で財源の確保

ができていないものがまだ3,000億円あったと思っています。 

 そういう中で、量的な確保だけではなくて、保育士の処遇改善も含めてサービスの質の

問題もあわせてやるというのが大変大事なことだと思いますので、取り巻く環境は決して

甘くないと思うのですけれども、女性活躍推進の大変大きな基盤で、なかなか個人の努力

ではどうしようもない部分でありますので、厳しい財源環境の中ではありますけれども、

ぜひここのところは、事項要求というのをされているようですが、確保をお願いしたいと

思います。 
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 ２番目は、配偶者控除の見直しの点についてです。これは国民的な広い議論をして話を

まとめていくということがございましたけれども、私個人の意見をここで述べたいと思い

ます。 

 これは問題が２つあったと思うのです。１つは世帯間の不平等で、例えば単身者の世帯、

共働きの世帯、片働きの世帯、共働きの世帯でも妻の就業のレベル、こういう世帯のあり

方によって課税環境が違ってくるということについての不平等といいましょうか。ライフ

スタイルに中立的であってほしい税制がそうではないという点。そしてもう一つは、主婦

パートに見られるように、こういう税制が直接的、間接的に就業抑制になっているという

問題、この２つがあったと思います。昨今は後者のほうだけが強調されているのですが、

やはり世帯間の不公平といいましょうか、ライフスタイルに対して中立的でないという問

題が根っこにあったと思います。 

 これは2000年の第１次男女共同参画基本計画から取り上げられてきている課題で、やっ

とここに来て本当に動きが出てまいりましたので、財務省には大変期待をしているところ

なのですけれども、その解決が夫婦控除というのは、私は間違っていると思います。夫婦

というステータスを社会的に評価するということではなくて、結婚する、しないというの

は、出産する、しないと同じように政策的には慎重であるべきだと思うのです。個人的に

は、結婚して子供を持って本当に幸せだったと思いますし、多くの方にそうなってもらい

たいと思いますけれども、でも、結婚したくない人とか、あるいは結婚したいけれどもで

きない人というのもたくさんいらっしゃるわけですから、結婚というステータスに着目し

た税制の優遇・不利というのはよろしくない。 

 特に評価すべきはそういったステータスではなくて、お子さんを育てている、あるいは

家族の中で介護しているという状態を評価、支援すべきであると思うのです。夫婦控除に

しますと、例えばシングルマザー、シングルファザーで子育てをしている、あるいは１人

で親を見ているという人たちには恩恵が及びませんので、そういう意味で、結婚優遇を政

策的にやるかのように私には見えてしまうのです。まだどれが優先案だとはおっしゃいま

せんでしたけれども、よく新聞などでは夫婦世帯控除というのが出ておりますので、それ

には慎重であってほしいなと思います。 

 一方、配偶者手当については、私はいい方向で今、検討が、世の中の動きもそうなって

いると思うのです。まず国家公務員の方向が出ましたし、民間企業もトヨタを始めとして

配偶者手当を廃止するか縮小する、そして、浮いた財源は子ども手当などに充てるという

方向が出てきていると思いますので、それは非常に望ましい。税制についても同じ方向で

ぜひ検討していただきたいと思います。 

 以上です。 

○佐藤会長 財務省からは特にいいですかね。 

 では、堀江さん。 

○堀江委員 ありがとうございます。 
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 私からは３点あるのですけれども、まず、子ども・子育て支援新制度のところなのです

が、ベビーシッターなどの利用者支援事業の話です。ベビーシッター等を使えるようにい

ろいろと策を、お金を出したりですとか、あとはたくさんの事業主をつくったりみたいな

ところがあるかと思うのですけれども、実際の利用率は全然上がっていないのです。保育

所以外の子育てサポートを受けたいと言っている人の中で、受けている人は10％。なぜ受

けていないのかというと、子供を預ける罪悪感、心理的ハードルがあるのですね。なので、

結局、こういったどこか周囲のサポートを受けなければ両立支援はなかなかできないので、

ただ単純に支援事業としてどんどんと事業体を増やすよりも、例えば産褥期からサポート

を入れるとか、家の中で預けてみる、使ってみるような施策もあわせてやっていくことが

すごく重要なのではないかと思っております。 

 先ほど川島さんがおっしゃっていた両立アドバイザーがそこにちょっとつながってくる

ことかと思うのですけれども、継続就業するためには、キャリアと子育てどちらもやるた

めに他者のサポートを使うんだよ、それは産後から使っていいんだよみたいな形で、産後

の時から家に誰かを入れるみたいなことをやっていくと、その後、就業を継続する、復業

するというときにも、ではまた利用してみようかなとなっていきますので、ただ単純にベ

ビーシッターのお金だったりとかを増やしても、結局あまり意味がないというところで、

ぜひ使いやすい連続した施策をやっていただければなと思っております。 

 ２点目の保育士の待遇を良くしていくというところなのですが、保育士さんにいろいろ

と、なぜ辞めてしまうのかと聞きますと、２つあるのです。１つが、基本給が少ないとい

うこと。もう一つは、子供になかなか向き合えない。自分が思い描いていた子供とのかか

わりができないというところで辞めてしまうということが出てきています。子供と向き合

えないというのが、待機児童でいろいろと保育所を増やしてはいるのですけれども、結局

マンモス校になってしまって、100人、200人子供がいるみたいな状況の中で、もちろん園

長の方向性もあると思うのですけれども、なかなか見ることができないという状況がある。

もちろんこれはいろいろな施策を打っていただいているのですけれども、保育士になるた

めのお金が足りないから優遇しますとか、ちょっと手前のほうに行ってしまっていて、保

育士を継続するというところに行っていない気がしています。保育所も、建てるための補

助金だけではなくて、建てた後、例えば小規模保育だったとしても、その保育所が継続す

るための補助金ですとか、ここでは基本給のことを書いていなかったので、どのように進

んでいるかがわからないのですけれども、基本給みたいなところは検討していただけると

ありがたいと思っております。 

 ３点目ですけれども、先ほどの岩田先生のお話に大変賛成をしておりまして、やはり具

体的なものというよりは、こういった制度があるということが若者の今後の就労というと

ころになったときに、専業主婦もありなのだなということを思い描くかなり大きな要素に

はなってきておりますので、もちろん慎重になっていただきたいところではあるのですが、

世帯の中での控除の仕方というのがすごく変わってきているのではないかと思います。先
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ほどの子育てをしているとか、介護をしている方もいらっしゃるというところで、税制で

そこをやるのではなくて、そこにプラスアルファで、そこの世帯に応じた必要なものを追

加していくというのはすごく重要なのかと思いました。 

 以上です。ありがとうございます。 

○佐藤会長 ２番目の保育士のところは、多分、入り口のところだけではなくて、入った

後の定着とかもやられていると思うので、もし何かあれば。 

○内閣府 内閣府でございます。 

 処遇に関しては、先ほども予算要求のところで申し上げましたけれども、事項要求とい

うことになっていますが、優先順位としては、保育士さんの処遇改善ということでお給料

についてアップしていきたいということを考えております。具体的に申し上げますと、「未

来への投資を実現する経済対策」で閣議決定されたものの中で、２％相当の処遇改善を行

うということ、あと、全産業との女性労働者の賃金格差、４万円程度の処遇改善を実施す

るということでございますので、この辺を念頭に、これからの予算編成過程において検討

していきたいと思っております。 

○佐藤会長 厚労省のほうからあれば。 

○厚生労働省 今、内閣府からお話のありました処遇改善と相まって、例えば保育士が続

けやすいという意味では、保育補助者の雇い上げ支援ですとか、ICT化を含めた負担軽減に

ついてもいろいろと取組をしておりまして、総合的にやっていきたいと思っております。 

○佐藤会長 どうぞ。 

○種部委員 子育て世代包括支援センターについて２つ聞きたいことがあります。 

 まず１点は、これは子育てと仕事の両立の支援も管轄するセンターなのでしょうけれど

も、私のイメージとしては、これは恐らくフィンランドのネウボラの日本版みたいなこと

をイメージしていらっしゃったのかなと思って読んでいました。例えば児童相談所が入っ

ていたり、養子縁組とかが入っているので、恐らく虐待死に至るものをどう防ぐかという

ことで、妊娠期にピックアップをするという大きな命題を持つのがこのセンターだと理解

しています。 

 そうしますと、まず１つは、例えば今ちょうど「子ども虐待による死亡事例等の検証結

果等」の第12次報告が出ていたと思うのですけれども、虐待死の中のかなりの割合が１カ

月目、しかもゼロ日目にして亡くなるというケースが多いということが分かっており、妊

娠した時点でつながれるところが必要という認識があったと思うのです。そうなりますと、

出産をするということが前提となっているところだと、その悩んでいる人たちはなかなか

アクセスしにくいというところがあります。例えばお金がなくて妊娠、出産を考えられな

いという人については、妊婦健診は14回無料ですけれども、妊婦健診の最初の無料券を手

に入れるために医療機関に行くお金がない。そのために支援機関につながれないというの

が一番問題だと思います。１回目の無料券は、本人が妊娠したと言うともらえることにな

っているはずなのですが、妊娠届や無料券交付につなげる前段階として、ネウボラにある
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程度医療機関の機能を持たせるのかどうかということが１点目です。 

 １回目の受診につなげるよう、１回目の診療に係る費用を出してあげるなども含め、セ

ンターに医療機能を持たせていくかどうか。 

 それから、妊娠継続しないという場合もあると思うので、その選択に迷う場合でも、無

料券に到達する前の１回目の受診を補助できるような形を組み込めるかどうかということ

を聞きたいということです。 

 もう一点は、その１つ前の段階として、不妊相談センターは多分全国に展開されている

と思うのですけれども、これはこのセンターの中に包含されてくるのか、別なのかという

ことをお聞きしたいです。 

○佐藤会長 今の点、お願いいたします。 

○厚生労働省 妊婦健診の１回目を無料ということでございますか。 

○種部委員 妊婦健診は無料なのですけれども、まず最初に妊娠届を出さないと無料券は

もらえません。妊娠届を出すとき、本来は市町村の窓口に本人が自己申告で妊娠したと言

うと無料券をもらえることになっているのですけれども、一般の人はそう思っていません。

なので、まず最初、病院に行って妊娠かどうかを診断してもらって、病院から妊娠届を書

いていただいたのを持っていくと認識されています。それが最初の受診をちゅうちょする

理由になっているということがあります。ですから、この14回の無料券で健診はしていた

だいていいのですけれども、最初の受診のお金がないということがハードルです。 

 また、まだ産むかどうかを迷っている人に、妊娠届を出していただかないと無料券をい

ただくことができないというのでは、とりあえずゼロ日目の虐待死というのをなくすこと

は私はできないと思っているのです。このセンターは、子育てとか母子とか、産む選択を

する場合だけ対象としているようなイメージに見えるのですけれども、フィンランドのネ

ウボラはそうではないと思うのです。フィンランドでは、妊娠をしたらとりあえずそこに

行けば、何を選択するかも含めて提示されるという相談の機能を持っていたはずなのです

けれども、このような機能を持たせるイメージでいっていただきたい。このネーミングも

そうですし、法律が母子保健法ではありますけれども、センターを訪ねる最初のきっかけ

にもう少し工夫が必要だと思います。 

○厚生労働省 最初の御質問については、そういったこともあるということを受けとめま

して、検討していきたいと思います。 

 それから、不妊専門相談センター。 

○種部委員 不妊相談センターは、これには包含はされない。 

○厚生労働省 不妊専門相談センターはまた別の機関でございますので。 

○種部委員 これをやったからなくなるということはないということですね。 

○厚生労働省 不妊専門相談センターは、これも一億総活躍の中で都道府県・指定都市・

中核市に31年度までに全部作るとなっていますので、これは別で進めていくと考えており

ます。 
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○種部委員 わかりました。 

○佐藤会長 では、白河さんから。 

○白河委員 ありがとうございます。 

 先ほどの子育て世代包括支援センターの件なのですけれども、このポンチ絵の中に、で

きれば先ほど先生がおっしゃったハイリスク妊婦というか、ハイリスク家庭の発見です。

これがやはりネウボラの大きな機能なので、そこと、それから、男性の育児への参加の巻

き込みというのをはっきり書いていただきたいのです。書かないと、もう先行している自

治体の資料とかを見ると、ほとんど母子の写真しかないのです。フィンランドなどの場合

は、とにかく男女で、結婚していようがしていまいが、パパとママになる人たちがまず来

て、これから親になることはね、みたいな話をしてもらえるはずのところなのです。 

 ただ、つながってほしいハイリスクな家庭ほど来ないというところがあります。ですか

ら、それはやはり子育てキットを配布したり、あと、全ての人たちがネウボラを通るのは

なぜかというと、そこに行かないと子育て手当とかの必要なお金すらもらえないとなって

いて、全国展開して全ての人に通ってもらうためには、やはりそのぐらいのことがないと

なかなか難しいのではと思っています。 

 それから、保育所の話で、企業主導型保育事業はすごくいいなと思いました。フランス

で今、民間保育所の枠を企業が買って、自分の従業員にサービスするというのがあるので、

多分それを参考にされたのかなと思うのです。ただ、やはり本当に保育士さんが足りない

というのが今ありまして、賃金が安いのに加えて、長時間労働があるのですね。子供に向

き合える時間が少なくて、もし８時間勤務するとしたら、６時間子供に向き合って、２時

間事務作業みたいにしないと、その時間内に業務が終わらないのでどうしてもはみ出てし

まうということで、業務改善というのはすごくポイントになってくると思います。 

 この間も大手の保育所が長時間労働と残業代を払っていない、特に子供と向き合ってい

ない事務作業とか持ち帰りの何か物をつくったりする時間が全然賃金として加算されてい

なかったということがありますので、そこはしっかり指導をしたり、保育士の仕事そのも

のの見直しというのも必要なのかなと。フランスとか、あとうまく回っている保育所は、

行事を毎月やらないのですね。そうすると、毎月のつくりものとかもないですし、子供に

向き合うことだけに注力する時間が非常にとれるということで、そこも非常に重要だし、

監視も必要なところだと思います。 

 それから、保育所自体の見直しは多分すごくこれから必要になってくると思って、フラ

ンスの保育所には本当に何も持っていくものすらないのです。手ぶらで行かれる。全部向

こうがやってくれると言ったらおかしいのですけれども、洗濯とかもやってくれるという

ことです。この間、結婚とかの最新の調査を見たら、結婚には犠牲が必要であるという項

目にすごく多くの人が答えていて、私はすごくそれがショックで、犠牲を払うような結婚

をしたい人はどんどん減っていくのではと。子供を持ったら保育所に行くだけでもこんな

に大荷物で、雨の中、自転車を押していくみたいな、何か罰を受けているのではないかと
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いうようなことが子供を持つことでしたら、どんどんこれから子供を持つ人は減っていき

ますので、そういう意味でも、男性の育児参画ももちろん重要ですし、やはり社会で包括

して子育てをしていくというような取組をこれからどんどん進めていただければと思いま

す。 

 それから、前回出席しなかったので１点だけなのですが、２年育休をという話が今進ん

でいて、これはどこで申し上げたらいいのかよくわからないのですが、それに反対したい

という団体の方から、どこに言えばいいですかと言われて、私も困ったのです。もう本当

に法案提出して、すぐ通ってしまうのでしょうか。 

○佐藤会長 労働政策審議会雇用均等分科会で議論が始まったところです。 

○白河委員 わかりました。保育所に落ちた人が首にならないというのは絶対必要なので

すが、やはり今のままの基本は守って、落ちた人のみ１年半とか２年とか、落ちた人のみ

首にならないようにするという措置と、または、もし落ちて２年やらなければいけないの

だったら、男性も分担するクォータ制的なものもぜひ入れていただきたいと思っています。 

 以上です。 

○佐藤会長 前回、岩田議員からその点について議論が出ています。 

 では、鈴木さん。 

○鈴木委員 大きく３点でございます。 

 １点目は意見ですが、マイナンバーカードへの旧姓併記につきましては、夫婦別姓の議

論と矛盾するものではないと私は思いますし、これは実務的な話だと思いますので、ぜひ

進めていただきたいと思います。 

 ２点目は、せっかくの機会ですので子ども・子育て本部に教えていただきたいのですが、

子ども・子育て関連３法による新制度で何が変わったのでしょうか。共通の給付になった

というのですが、実態として、それ以前と今とで何がどう変わったのでしょうか。公費の

投入規模がどう変わって、その配分がどう変わったのかといったあたりですとか、資料６

の２ページの絵で幼稚園がちょっとはみ出ているのは多分意味があるのだと思うのですけ

れども、新制度で何が変わったのかよくわからないので、基本的なことで恐縮ですが、そ

こを一度教えていただきたい。企業主導型保育事業への助成制度が創設されたとか、新型

の認定こども園が制度的に位置づけられたということはもちろんわかっていますが、根本

的なところで何が変わったのかを教えていただきたい。 

○佐藤会長 新制度になったということね。 

○鈴木委員 はい。 

 それから、これは内閣府と厚労省のどちらにお聞きすればいいのかわからないのですが、 

保育所定員はこの間相当増やしていただいていると思います。この点、潜在的にどこまで

需要が増えると見ているのか、そういう検討はされているのかどうか。つまり、今、かな

り積極的に受け皿を整備していただいているので、子供を１人お持ちの方が２人目を産み

育てられるようになっていますし、子供２人お持ちの方が諦めていた３人目を持てるよう
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になっている。あるいは、子育てと就業の両立を諦めていたけれども、保育所に入れれば

両立できるようになっている。こういう言い方をすると怒られるかもしれませんが、入所

待機の行列がなくならないというのは、まさに政策がうまくいっていることを示している

面もあると理解するわけです。 

 需要が拡大していることを考えますと、非常に財源が限られている中で、質と量のバラ

ンスをどうとっていこうとしているのか。今日は、保育士を目指す学生への修学支援だと

か、潜在保育士の活用だとか、あるいは企業主導型保育所の支援といった、予算を使って

量を拡大するお話がありましたけれども、量の拡大を追求していくと質が落ちるという話

が必ず出てきます。これは一例ですけれども、保育士の配置などについて、国の基準と自

治体が実際にやっている保育所の基準を見ると、自治体が国の基準よりも高い基準でやっ

ていて、その分、質は高いけれども、量を減らしているという状況がすでにあります。質

と量のバランスについて、どのように考えた上で本日御説明いただいた政策がつくられて

いるのか、お聞きしたいと思います。 

 ３点目は、岩田議員もおっしゃった配偶者控除について。財務省の説明を聞くと、考慮

すべき変数が多過ぎて、一体どういう評価をしていいのか現時点で全くわかりませんけれ

ども、恐らくここにいらっしゃる皆さんの総意として、配偶者控除は撤廃していくべきだ

ということだと思います。その際、岩田先生がおっしゃった御懸念は共有すべきだと思う

のですが、同時に、男女共同参画基本計画には、「政府税調の論点整理を踏まえ」と書いて

あって、その論点整理を見ると、「働き方に中立的な制度にするということだけでなく、若

い世代に光を当てる」ということが書いてあります。また、最近の政治リーダーの御発言

を聞いていると、もちろん就労調整をせずに働ける制度にすべきということですが、その

話に加えて、結婚して子育てをする若者たちを応援したいと言っています。つまり目的が

２つあって、それぞれにどういう政策をどのようなバランスで割り当てるかという問題に

今なっていると思うのです。 

 そういう意味では、配偶者控除を廃止すれば、増税になる家計が当然出てくるわけであ

りますので、特に低所得者が増税になる場合に一体どのように配慮するのかが課題です。

その配慮を所得控除でやるのか、税額控除でやるのか、所得制限を用いるのかによって絵

姿がまるで変わってくるので、そういうこと全体として評価しないといけない問題だと思

います。 

とにかく配偶者控除をなくすということが大きなメッセージです。また、それによって

企業が配偶者手当などを見直していくということになれば、これは非常に大きいことです。

配偶者手当を支給しているケースの平均額は年間16～17万円です。これに対して配偶者控

除による減収額は国税で6,000億円ぐらいですから、仮に夫婦控除でこれを1,500万世帯で

分けると４万円、2,000万世帯で分けると３万円です。こうした金額的なイメージも持ちな

がら、夫婦控除についても捉えていく必要があるのではないかと思います。 

 何を申し上げたいかというと、これまでの男女共同参画社会を目指してきた諸先輩方の
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努力で、配偶者控除の見直しの議論がここまで来ているわけですので、ぜひうまく運んで

成案を得ていただきたいということです。夫婦控除は結婚に非中立的なものであるけれど

も、しかし、若い人を応援するためのものでもあるということを十分に明確にした上で、

男女共同参画会議でも議論していただきたいという意見でございます。 

○佐藤会長 では、特に真ん中のこの新制度は結構難しい。ちょっと簡単にポイントだけ

でも、何が変わったのか。 

○内閣府 今までは、幼稚園は文科省、保育所は厚労省ということで、子ども・子育てに

関する施策が教育施設と福祉施設で違っていたのですけれども、それを一緒にして、子ど

も・子育てに対しての支援をしましょうという趣旨で今みたいな形になったということが

一番です。待機児童の問題もありますけれども、そういうこともあって、給付を一つにし

て、使いやすい、事業者も一つの給付で置きやすい制度にしたということがもともとの趣

旨で、ばらばらであったものを一つにしたということです。 

 あと、幼稚園がちょっと出ているのは、子ども・子育て支援制度にまだ移行していない

幼稚園があるのでちょっと出ているという、細かいところなのですけれども、そういうこ

とでございます。制度としては、そのような趣旨です。 

○佐藤会長 新制度については、また後で個別に。これは大変だからね。 

 そうすると、待機児童のことについて何かあれば。 

○厚生労働省 施策の効果が上がって、さらにニーズが増えるということですとか、質と

量のバランスですとかの御指摘がありました。申し訳ありません。今時点で言えることは、

29年度末までで50万人ということで、これは40万人と言っていたのを、女性の就業がさら

に進むことを念頭に上積みということでございますが、御指摘のような観点はあろうかと

思いますので、念頭に置きたいと思います。 

○佐藤会長 では、髙橋議員。 

○髙橋議員 子育て基盤の整備に関連して２点要望したいことがあります。 

 これは、２、３カ月ほど前に全国の小児科医と皮膚科医の学会で私が講演させていただ

いたときに、何人かの医師が指摘されたことなのですけれども、今日の資料６の中に含ま

れている病児保育に関連して、これはもちろん全部がそうだとは言いませんが、どういう

御指摘だったかというと、病児保育を支援している。それ自体はいいことなのですけれど

も、その結果、子供の病状とか子供の様子に余り関心を持たないで任せ切りになっている

無責任な親を助長している面がある。そういう点をぜひ支援に当たって留意してほしいと

いう要望が複数の医師からありました。 

 私がこの男女共同参画会議で一貫して申し上げてきたことは、子ども・子育て支援と言

っているけれども、実際は経済優先、親の都合優先で、子供支援第一ではない。子供の最

善の利益のための制度になっていないとずっと根源的に思っています。今、７つの県、２

つの市で家庭教育支援条例というものができております。これは自然発生的に出てきてい

るのですけれども、そこに共通しているものは、親が親として成長することを支援すると
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いうことを言っているのです。ですから、単なる経済的支援ではなくて、「親育ち」を支援

し、親と子供がもっと向き合えるように支援する。そういうことが子供の支援ということ

につながるので、その点をぜひ御考慮いただきたいということでございます。 

○佐藤会長 いいですか。 

 では、辻村議員。 

○辻村議員 概算要求についてのヒアリングですので、官庁の皆様方にお話しするべきこ

とではないかもしれないのですが、施策を作るときに、例えばマイナンバー制度を活用す

る、通称使用を拡大するという施策ばかり出てきて、選択的別姓制について検討するとい

うような施策が出てこないとなると、一定の方向性が出てくると思うのです。最高裁の判

決も指摘していますように、両者は排他的なものではなく両立し得るものですから、そう

いった立法についても目配りしながら案をつくっていくことが必要だということを、ここ

は専門調査会ですから、あえて、意見として述べておきます。 

 それに関連して、先ほどの子育て世代包括支援センターですが、何度も皆さんが言及し

ていらっしゃいますし、川島委員からも男性が見えないという指摘があったばかりですが、

資料７の５ページのポンチ絵ですね。ここに※がついていて、法律上の名称は「母子健康

包括支援センター」になるということが書いてあります。これは、子育て世代包括支援セ

ンターで、男性も含んで性別役割分業をなくしていくという形で、みんなで子育てすると

いう意味でポンチ絵はつくられているのだけれども、実際に出来上ってくる際には、法律

上は「母子健康包括支援センター」であり、結局、母親が一生懸命子育てしなさいという

旧来の概念にまた戻っていくわけですね。 

 官庁としては、現存する法制度や法律の文言を前提にして何か策を作るというのはやむ

を得ないのでありますが、専門調査会としては、こういう「だまし討ち」や目くらましの

ようなことがあると、やはり進歩がないと思うのです。一生懸命男性の参画について議論

しているのに、法律上ではここで議論したことと全く違う文言が残っているということ。

やはりこの点を重視して、大所高所から、どの部局が扱うかというとやはり男女共同参画

局かなと思いますが、法改正や立法を視野に入れた大局的な観点からの改革案を提示して

改革していく視点を持っていただきたい。持っていかなければいけない、と思っています。 

○佐藤会長 これは、センターをどう運営していくか、運営の仕方だと思うので、そのと

き、今皆さんが言われたように男性を巻き込むようなやり方も当然やっていただかなくて

はと思うのです。 

 では、渡辺委員。続いて横田委員。 

○渡辺委員 ここで申し上げることではないのかもしれないのですが、敢えて申し上げま

す。それぞれの施策の重要性も非常によくわかりますし、大方間違っていないと思うので

すが、全体像が見えないのです。個別の議論だけがされていて、一体どこにどれだけ重点

的にいくらかけるのかという全体が見えないと、ささいなことをみんなで議論しているの

か、それとも大きい予算のことを議論しているのかがわかりません。来年になるのかもし
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れないですけれども、できたら全体像を見ながら議論できるようにしていただけると大変

ありがたいと思います。 

○横田委員 私も同じです。前回、鈴木先生もおっしゃっていたので、全体像と、あとは

ロードマップですね。今回対応できなかったとしても、こういう年度で進めていくという

ところはぜひお示しいただきたいと思っています。 

 女性の起業については、今回御説明し切れていないものがこのA3の資料でざっと並んで

います。結局通ったものは何か、通らなかったものは何か。また、通らなかったもので今

後やはり拾っていかなければいけないところは何かというところはぜひ御共有いただきた

いと思います。 

 もう一点お願いがございます。雇用保険対象者の拡充は進んでおり、全般的な流れで、

やはり雇用保険対象者に向けてのワーク・ライフ・バランスだったりとかという策は非常

に議論が加速しているという認識があります。一方恐らくこれから働き方の多様化で、個

人事業主がかなり増えていくと思っております。そうすると、企業側が雇用保険対象者で

はない、経済合理性という観点で個人事業主や業務契約増加という流れも出てきてしまう

と思うので、かなりそこに目配りしていくことが厚生労働省などは必要だと思っています。 

 経産省が新たにポータルサイトを作られ、各地に協議会も作って、要は個人事業主との

接点を持つような窓口ができてきたと思うのです。これまでは労働者の声は拾いやすかっ

たが、恐らく個人事業主の声はなかなかまとめて拾える場がなかった。ぜひそちらの窓口

とかをうまく使いながら、新しい働き方の人たちがワーク・ライフ・バランスを実現して、

かつ新たな雇用も生む存在として、彼女たちがどう働きやすいかというところも、漏れが

ないかというところをぜひ既存の施策に対応できるように拾っていただけるよう御努力い

ただけるのではないかと思います。 

 以上です。 

○佐藤会長 では、最後にお二方。 

○末松委員 遅れて来て申し訳ありません。 

 ちょっと観点が違うかもしれませんが、多分、子育てをしやすい環境づくりとか、女性

が活躍しやすい環境をどうしようかというのは、私ども基礎自治体が、直接お母さんたち

と関わっていますので、自治体が一生懸命頑張れば、そういうことが推進していくのだろ

うと思っています。そのために自治体もしっかり努力をして、先ほど話のあった、国はこ

こまでだけれども、それ以上に保育所とか幼稚園の制度をどれくらい拡充するかという上

乗せの支援もしております。 

 その中で、窓口の一本化、ワンストップ化を進めていきましょうということを全体的に

後押ししていただくということは、非常にありがたいことであると思います。もちろん保

護者からしてみれば、迷いなくそこで相談ができることになりますし、手続きから一貫し

て全て完結しますので、すごくありがたいことなのですが、一方で、対応する職員たちが

非常に、どんどん法律も変わってきていますし、先ほどの支援新制度のお話もありますけ
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れども、２年勉強しても、まだ非常に難しいというところもありますので、その辺のロー

ドマップとか、そういうこともきちんと地方自治体の職員がわかりやすく保護者の皆さん

方や市民の皆さん方に説明できるような体制づくりができるよう、もう少し人材育成の中

でお願いをしたいなと思います。 

 そういった中でいけば、このようなところの中で、多分前回御議論をいただいたと思う

のですが、地域女性活躍推進交付金、自治体が非常に使いやすい交付金です。このような

交付金をぜひ拡充していただいて、それぞれの地方自治体が地方自治体の中で、それぞれ

地域によって事情が違うと思いますので、この交付金の充実というものをぜひお願いした

いと思います。 

 本市としても、企業にもご参加いただいている推進活躍会議という会議を立ち上げた中

で、先ほど企業支援の保育所ということもありましたけれども、その会議に出ていただい

ている企業からも、企業内保育所を作るということで、いくつかの取組が立ち上がってき

てもおりますので、このような交付金をぜひ充実していただいて、ぜひ地方にも目を向け

ていただけるような形の中でお願いしたいと思いますので、よろしくお願いします。 

○小山内委員 子育て世代包括支援センターのことで１点あります。 

 私ども男女共同参画センターでも、いろいろな女性の方々から御相談があるのですが、

例えば精神疾患をちょっと抱えている方とか、夫のほうでそういう疾患を抱えている方と

か、DV被害者の方とか、あとは経済的に困難なものを抱えている方々からいろいろ御相談

いただいています。 

 そういう中で、子育てとか妊娠、センターとしてはなかなか直接支援というのはできな

いのですけれども、どの機関・施設がそういうハイリスクを抱えている御家庭の方々に直

接支援してしっかりと発見、それからその後の支援ができるのかということを常々考えて

おりました。悩んでいた部分もあったのですが、この支援センターを見たときに、先ほど

のお話もありましたけれども、ここが発見、それから、そういうハイリスクを抱えた御家

庭の方々への支援をしっかりとしていける部分なのではないかと思いました。 

 また、川島委員から、男性の色が見えないというようなお話もありましたし、あと、産

前・産後サポートの事業で、例えば相談しやすい話し相手などを置くというようなお話も

あるのですが、そういうところに、多分この中にジェンダー視点というのでしょうか。そ

ういう部分をしっかりと持っている人がここにもっと関わっていれば、ここのポンチ絵も

もっと変わってきているのではないかと思います。 

 連携、委託のところに、やはり全国に男女共同参画センターがあって、そういう女性か

らのいろいろな相談も一緒に受けているわけですから、連携を深めて一緒になって支援し

ていくという意味では、男女センターがここの中にもしっかりと位置づけられてもいいの

ではないかと思いましたので、ぜひ御検討いただければと思います。 

○佐藤会長 時間がちょっと過ぎているので、私も１つだけ。 

 先ほどの配偶者控除のことなのですけれども、社会保険の短時間労働者への適用拡大、
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これは多分３号を減らしていくということなので。ただ、１つは500人以下への適用拡大、

早目にうまく法律が通ればいいなということで、もう一つは、この10月から始まるところ

なのですけれども、501人以上の企業の従業員と言われたけれども、正確に言うと、これは

被用者保険の被保険者である従業員が501人以上の企業。そうすると、パートとして働こう

と思ったときに、今まで正社員で働いて社会保険の適用だった。できれば社会保険の適用

がある企業で働こうと思ったときに、ここは従業員が501人以上いるから適用があるなと思

って入ってみたら、適用されていないということが起きる。求人広告で、適用しますとは

多分出すと思うのだけれども、適用しませんとは書かないので、大企業なのに適用されな

いということが起きる。つまり、働く側から見るとわからない。501人以上というのが従業

員規模ではなく、被用者保険の被保険者である従業員数で501人以上だというのを、極端な

言い方をすると、厚労省しか知らない。これは多分、委員の皆様も、従業員数501人以上の

企業としか思っていないので、働く人たちが、この会社で働けば自分は適用されるかどう

かということがわかるようにしてほしい。多分、適用する場合は求人の労働条件に書くと

思うのですが、適用しませんとは書いていないと思うのです。それは法違反でも何でもな

く、うちは適用対象外の事業所ですからということなので、これは、私は審議会でも言っ

ていたのですが、ぜひ、働く側にもわかりやすく示してほしいと思います。 

 あと１つ、髙橋議員が言われたことで、私は子ども・子育て会議のメンバーなのですけ

れども、私からするとかなり子供重視です。私はもうちょっと経済重視で議論してもいい

のではないかと思うくらい、子供重視、親重視だと思います。 

 それでは、いろいろ議論はあるかと思いますけれども、入れかわりがあるので、どうも

ありがとうございました。 

（説明者交代） 

○佐藤会長 最後に、「重点方針2016」の「女性に対するあらゆる暴力の根絶」について、

別の専門調査会でヒアリングしていただきましたので、辻村議員のほうから御説明いただ

ければと思います。 

○辻村議員 「女性に対するあらゆる暴力の根絶」に関する部分については、９月12日に

専門調査会を開きまして、内閣府と警察庁から主な項目についてヒアリングを実施いたし

まして、委員の間で意見交換をいたしました。 

 本日は、恐らく皆さんのお手元にありますA3の横長の参考資料２を見ていただくのが早

いのではないかと思います。このA3横長の参考資料２の中で、右端に通し番号が書いてあ

りまして、この通し番号の79番から101番までが、本日ここで私から報告する該当箇所にな

っております。ここでは内閣府、警察庁、法務省、厚労省、文科省の５省庁から合計23の

施策が提示されているということでございます。この中では、事務局から細かなことを説

明してもらいますが、例えば80番、ワンストップセンターを全国に作る案が重要です。15

の都道府県ではセンターがないため、これは平成32年までの目標値になっているのですけ

れども、前倒しして全部作るという案でございます。このA3横長の通し番号80の施策では、
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２億6,000万円を要求しております。時間の関係もありますから、事務局のほうで主要なと

ころと専門調査会で特に議論があったところをかいつまんでお話しいただいて、お認めい

ただけますようよろしくお願いします。 

○佐藤会長 では、よろしくお願いします。 

○馬場暴力対策室長 内閣府でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 こちらの参考資料２ですけれども、字が小さいものですから、できれば参考資料３を使

って御説明させていただければと思います。参考資料３の黄色い紙ファイルのものでござ

います。開いていただきますと、青いインデックスでⅡとついておりますが、ここが通し

番号79ということで、「女性に対するあらゆる暴力の根絶」がここから始まるものになって

おります。 

 それでは、「重点方針2016」の「女性に対するあらゆる暴力の根絶」に関する各省庁の予

算概算要求の状況につきまして、概要を簡単に御報告させていただきます。 

 まず、内閣府男女共同参画局の分でございます。 

 「女性に対するあらゆる暴力の根絶」に関する内閣府男女共同参画局の来年度の概算要

求の総額は３億５千万円となっておりまして、今年度の予算が約１億４千万円でございま

すので、およそ２億１千万円の増要求となっております。提出いたしました９施策のうち、

新規要求の３施策を中心に御説明させていただきます。 

 １枚おめくりいただきまして、通し番号80、235ページになります。１つ目でございます

が、性犯罪・性暴力被害者支援体制整備等促進交付金の創設でございます。性犯罪・性暴

力の被害者を支援するために、第４次男女共同参画基本計画におきましては、行政が関与

する性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターを平成32年までに各都道府

県に１カ所設置するという成果目標を設定しております。また、「重点方針2016」でも、セ

ンターの設置促進について記載されているところでございます。 

 中ほどの施策の背景・目的のところでございますけれども、この要求につきましては、

平成32年を待たずに、できるだけ早く、全都道府県にセンターを設置するとともに、セン

ターの安定的な運営が可能となるように、地方公共団体の取組をさらに促進するために交

付金を創設したいというものでございます。 

 交付金につきましては、専門調査会の委員の方から、恒久的なものか、交付対象は新し

いセンターを設置するところだけなのかといった質問がございましたが、できれば恒久的

なものとしたいと内閣府としては考えております。また、交付対象としましては、既に設

置済みのところも含めまして、設置された都道府県には全て交付したいと考え、現在、予

算要求しております。 

 続きまして、少しページが飛びますが、261ページをご覧いただければと思います。通し

番号は91になります。２つ目でございますけれども、配偶者等からの暴力の被害者支援を

充実させるために、諸外国における配偶者等に対する暴力の加害者更生に係る実態調査研

究でございます。諸外国における加害者プログラムについて調査を行うとともに、日本に



35 

 

おける配偶者暴力の加害者プログラムのあり方について検討を行ってまいりたいと考えて

おります。 

 次に、265ページをご覧ください。通し番号93になります。３つ目でございますけれども、

若年層の性的搾取に係る相談・支援のあり方に関する調査研究でございます。若年層の性

的搾取、とりわけJKビジネスやアダルトビデオへの出演強要といった問題が昨今話題にな

っておりますけれども、そういった被害の実態や、相談支援の実態について調査をすると

ともに、効果的な相談支援のあり方について検討したいと考えております。 

 このほか内閣府では、３年に１度行っております男女間における暴力に関する調査、相

談員等への研修、広報啓発を行うための予算要求を行っておりまして、引き続き、女性に

対するあらゆる暴力の根絶に向けて、しっかり取組を進めてまいりたいと考えております。 

 次に、警察庁でございます。総額約１億９千万円の要求となる９施策について報告がご

ざいました。 

 都道府県警察における犯罪被害者等のカウンセリング費用の公費負担制度の全国展開に

向けた充実や、ストーカー事案等の人身安全関連事案への対策の推進、情報発信活動の推

進や防犯教室の実施、児童の性的搾取等に係る対策の推進、出会い系サイトなどのインタ

ーネット利用に係る児童の犯罪被害等を防止するための啓発資料の作成・配布等について

御発表いただいたところでございます。 

 委員からは、カウンセリング費用の公費負担制度の対象について御質問がありまして、

警察庁から、従来警察で指定した臨床心理士等だけが対象であったのですけれども、平成

28年度以降は、被害者の方が選んだ臨床心理士等に対して公費負担となり、特に限定する

ものではないこと、また、警察部内のカウンセラーで対処できないような重篤化したケー

スにつきましては、公費負担によって部外のカウンセラーが対処することを想定している

旨の回答がございました。 

 このほか、専門調査会でのヒアリングと意見交換はございませんでしたが、法務省から

は、「性犯罪の罰則の在り方について、法制審議会の答申を踏まえた法改正を含む必要な措

置の実施」、「検察官に対する研修の充実等」の２施策、文部科学省からは、「女性に対する

暴力の予防と根絶のための基盤づくり」として、「防犯教育の推進」の１施策、厚生労働省

からは、ストーカー事案に係る被害者の一時保護等の被害者支援の推進及び配偶者等から

の暴力の被害者への支援の充実等としまして、「婦人保護事業」の報告を受けております。 

 以上でございます。 

○佐藤会長 何か追加は。 

○辻村議員 以上、事務局からの説明のとおりです。予算額としては、それほど大きな額

ではないのですが、ワンストップ支援センター関係に２億６千万円を要求しております。

その他、調査研究も含めて、たくさんすべきことはありますので、予算獲得をして実際に

取組を進めていきたいと思っております。 

○佐藤会長 これは辻村議員の専門調査会で議論していただいていますので、今日は経過
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を伺っておくということでよろしいですね。では、どうもありがとうございました。 

 それでは、少し時間が過ぎましたが、ここで会議は終わらせていただきます。 

 既に御説明しましたように、来月開催予定の「男女共同参画会議」では、「重点方針2016

に基づく施策の取組状況」が議題になる見込みです。そこで、前回及び今回における本専

門調査会での審議の概要を、私から報告させていただきたいと考えています。 

 では、事務局から連絡があればお願いします。 

○出口調査課長 本日はどうもありがとうございました。 

 次回の開催予定など、今後の進め方につきましては、事務局から後日御相談させていた

だきたいと思います。 

○佐藤会長 では、お忙しい中、熱心に議論いただきまして、どうもありがとうございま

した。 


